
１　施策の現状・推移

２　成果指標・コストの推移

単位 区分

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

３　環境変化

４　評価

５　今後の改革方向

施策目標 １ 【参画と協働】参画と協働のまちづくりの推進

関係課 市民活動課
施策の展開

①
②
③

自治基本条例の啓発
参画と協働の整った地域組織の確立
まちづくりの主体となる人や多様な団体への市民活動の支援（市民活
動支援センター）

（１／２）

丹波市総合計画　令和５年度　施策評価シート
まちづくりの目標 7 市民が主役の豊かな地域力の向上 施策担当課 市民活動課

５年後のまちの姿

・丹波市自治基本条例に定める自治協議会の役割を明確にし、本市の支援制度が改善されたので、各地区の特徴に応じた組織
運営によって、多様な自治活動が展開されています。
・住み慣れた地域で豊かに暮らし続けるために、行政と多様な団体が協働し、様々な地域課題の解決が図られ、いくつかの住民
自治組織では小規模多機能自治の考え方に基づく住民自治が確立されています。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

成
果
指
標

「自治基本条例を知っている」
と回答した市民の割合

％
40.0 40.0 41.0 41.0 41.5 41.6

32.8 28.3 30.7 29.0 25.0

地域活動が活発化していると
思う市民の割合

％
50.0 50.0 53.0 53.0 55.0 56.5

42.7 36.7 39.3 39.6 38.9

30,395 ―

事業費 254,809 220,375 193,503 251,376 166,220 ―

人件費 72,222 47,632 48,350 26,302

計 327,031 268,007 241,853 277,678 196,615 ―

市民ニーズの動向

・少子高齢化による担い手不足の深刻化に伴い、山林や農地、空き家管理など、単位自治会だけでは実施困難な状況が見えて
きている中、自治機能を補完する自治協議会の活動や組織の見直しが求められる。
・行政においては自治協議会を住民自治組織の協働のパートナーとして認識し、縦割りによる支援から横断連携による効果的な
支援が求められる。

目標の達成状況は順調
か。達成していない原因
は何か。

・参画と協働の指針や自治基本条例の認知度は低下の傾向にある。
・各自治協議会では、地域づくり交付金を活用し、地域一体となったまちづくりを目標に特徴ある地域づくり事業が展開されている
が、役員を含めた組織の担い手不足や組織運営方法や事業の棚卸しなども合わせて取り組み、多様な主体が参画しやすい環境
を整備する必要がある。
・これまでの行政支援の枠組みを越え、分野や属性に関係なく部局横断的に連携した行政支援施策を検討する必要がある。

環境変化を踏まえた施策
展開となっているか。

・専門的なノウハウを有する中間支援組織が市民プラザの指定管理者として市民活動支援センターを運営することにより、専門性が高く効果的
な地域支援体制が構築できている。
・丹波市まちづくりビジョンや自治協議会のあり方懇話会報告書に示す地域課題解決のために、住民主体による組織の見直しや事業の棚卸
し、話し合いの場づくりを重点的に支援する「地域の未来デザインプロジェクト（ミライン）」に取り組んでいる。（現在６自治協協議会が展開中）
・住民同士で支え合う仕組みづくりや地域住民の合意形成、自立に向けて話し合いの場づくりなどに取り組む自治会を支援するため、地域再
生アドバイザー派遣制度を設けた。
・自治協議会の交付金申請等の事務軽減を図るとともに、地域づくりに関する支援者それぞれの取組状況などの情報を共有するため、オンラ
インによるクラウドサービスを提供している。
・地域づくり交付金については、人件費及び光熱水費の上昇により地域の負担が増していることから、基礎分及び拠点施設分の単価を増額し
た（令和６年度地域づくり交付金から適用）。

169,518 77,192 ―

国・県の方針、関連法令
の動向

・参画と協働の指針（平成23年３月）並びに丹波市自治基本条例（平成24年度）の基本理念や基本原則を市民、議会、行政が共有し、市民主体のまちづく
りを目指している。
・未来を見据えて、時代の変化に対応した持続可能な都市経営の実現により、まちの活力の維持・向上を図り市民の暮らしを守るとともに、市民が将来にわ
たって夢と希望を持って本市で暮らし続けていくための「未来の丹波市の姿」を描いた「丹波市まちづくりビジョン（令和元年11月）」を策定した。
・自治協議会のあり方懇話会（令和元年度）が開催され、あるべき自治協議会、目指すべき自治協議会の姿が示された。
・過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法が令和３年４月に施行され、令和３年度に青垣地域、令和４年度に山南地域が指定された。

コ
ス
ト

うち一般財源 209,444 153,191 91,348

事業の構成や役割分担
で見直しの余地がない
か。

・市民活動支援センターによる地域支援について、指定管理者のノウハウが活かされた効果的な支援が行われている。ミラインをはじめとする
住民が主体となった地域づくり活動への支援を充実させるには、伴走支援者を増員する必要がある。
・市民活動支援センターではミラインをはじめとする地域づくり支援に従事するスタッフが不足しており、地域おこし協力隊制度や県の補助事業
財源を活用し、人材を配置している。今後も地域の担い手不足は進行し、これに伴い地域からの支援依頼が更に増すことが予想されることから
次回の指定管理業務では、地域づくり支援に従事する人材の拡充を検討する必要がある。
・地域づくり交付金の特別分（地域課題解決分）が令和7年度末をもってその交付期間が終了するため、次期特別分の制度設計が必要となっ
ている。

施策の今後の方向性、構
成する事務事業の見直し
案

・ミライン等による地域づくり支援体制の拡充を図るため、県の補助事業を活用し、住民主体による地域づくり活動を支援する伴走支援者を増
員配置する。
・次回指定管理業務に向けた人件費の検討を進める。
・地域づくり交付金の課題解決分（平成28年度から令和７年度の10年間で800万円）が終了するにあたり、地域での課題認識や合意形成によ
る手上げ交付金加算などの制度設計を進める。
・これまでの行政支援の枠組みを越え、分野や属性に関係なく横断的に連携する庁内連携体制を整備し、地域支援のあり方を見直していく。
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●構成する事業一覧 5

自治会活動支援事業

自治会活動事業

地域づくり事業

地域づくり総務費

地域づくり事業

広報広聴事業

合計

事務事業名 予算小事業名
人件費
【千円】

事業費
【千円】

計・千円
必要性

（２／２）

（令和 年度実施事業）

効果性 コスト 公平性
うち一般財源

9,468 48,710 58,178 46,878 Ａ Ａ Ａ Ａ

Ａ Ａ20,927 117,510 138,437 30,314 Ａ Ａ

30,395 166,220 196,615 77,192
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令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

16 ～

担当 前田　大志

（１／２）

丹波市総合計画 5 ／ 6
事務事業名 自治会活動支援事業

施策
まちづくりビジョン 取組項目 (6)地域自治の進展

担当 小林　里江

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【７】市民が主役の豊かな地域力の向上

施策目標 1【参画と協働】参画と協働のまちづくりの推進

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
まちづくり部　市民活動課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 山内　邦彦

根拠法令・個別計画等 丹波市自治会長会補助金交付要綱、丹波市自治公民館等施設整備事業補助金交付要綱、丹波市辺地自治公民館等施設整備事業補助金交付要綱

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 地域活動を行う単位自治会とその連合体である丹波市自治会長会

目的

ベストな状態
（期待される効果）

・丹波市自治会長会の活動を通じて、自治会と市との連携をし、公民館活動を活発にする。

・自治会への加入促進と公民館等の施設整備を補助する。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・自治会長会役員会、理事会での市内共通の地域課題の解消に向けて取り組む。

・自治会長会の事務局事務（会議開催、会計事務等）実施

・自治公民館等施設整備事業補助金（公民館の修繕等補助）の交付（５ヵ年計画に基づく）

・辺地自治公民館等施設整備事業補助金（公民館の新築等補助）の交付（　同　）

・自治公民館子育て支援機能整備事業補助金（公園遊具等の整備補助）の交付（令和６年度まで）

・組の再編、役員の負担軽減に向けた取組を支援するため市独自の地域再生アドバイザー派遣制度を創設

令和５年度の

事業概略

・自治公民館等施設整備事業補助金（新築０件、改修3

件）

・自治公民館子育て支援機能整備事業補助金（20件）

・自治会長会の事務局事務

・地域再生アドバイザー派遣事業

・自治会活動手引書の見直し

令和６年度の

事業概略

・自治公民館等施設整備事業補助金（新築０件、改修７件、

グラウンド2件）

・自治公民館子育て支援機能整備事業補助金（20件）

・自治会長会の事務局事務

・地域再生アドバイザー派遣事業

・自治会活動手引書（改訂版の発行）

89,634 50,351 58,178 70,327

直接事業費Ａ 41,427 54,001 79,195 39,875 48,710 60,859

9,468

　職員従事者数（人・年）Ｃ 1.13 1.35 1.37 1.41 1.10 1.10
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 8,362 10,071 10,439 10,476 9,468

7,540

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 8,362 10,071 10,439 10,476 8,294 8,294
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,620 7,430 7,540

0.43

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,530 2,730 2,730

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.43

1,174

歳

入

特定財源 2,000 16,200 42,000 1,671 11,300 23,040
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 0 0 0 0 1,174

国・県支出金 0 0 0 771 0 0

0

受益者負担金 0 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 31,000 0 0

その他特財 2,000 16,200 11,000 900 11,300 23,040

47,287

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 47,789 47,872 47,634 48,680 46,878

令和６年度 備　考
実績

活

動

公民館施設の新築・改

築・修繕件数
件

目標 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0

実績 3.0 6.0 7.0 4.0 9.0

指標名
単

位

目標

成

果
自治会加入率 ％

目標 72.0 72.0 72.0 72.0 72.0 72.0

実績 71.7 71.3 70.2 69.4 68.1

10.0 10.0

実績 - 9.0 12.0 10.0

目標 - 10.0

10.0

活

動

自治公民館子育て支援機能

整備件数（令和４～令和６

年度）

件
目標 - - - 15.0

活

動
自治会に関する相談 件

10.0 10.0

19.0 11.0

実績 - - - 4.0 18.0

実績

目標

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト

実績

指標の推移等の背景・分

析

・公民館施設の新築・改築・修繕については、半数以上がエアコンの更新であった。市内ほとんどの自治公民館が丹波市合併前に建てられた自治公民館であるこ

とから、今後さらに増えることが予想される。

・自治会加入率は年々減少傾向にある。自治会は一番身近なコミュニティとしての位置付けであり、その役割を理解していただくとともに、加入促進に向けて丹波

市自治会長会と検討する必要がある。

・自治会に関する相談件数は前年度と同数である。生活スタイルの多様化や移住者の増加により、古くから続いている自治会の決まり事に疑問を持つ方がの相談

が4件、自治会運営の見直し（事業の棚卸し、組の再編等）などの相談が6件あり、今後も自治会運営の支援や助言など丁寧に行う必要がある。

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 49,789 64,072



16 ～

●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

●外部評価　　【　　　】年度実施

（２／２）
　事務事業名 自治会活動支援事業

事業担当課 まちづくり部　市民活動課 事業期間 平成 無期 年度

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

・自治公民館施設整備は、自治活動の拠点

となることから、自治活動の維持のために必要

な事業である。

・市自治会長会の事務局は、地域と市をつな

ぎ、連携したまちづくりを行うための協議の場と

して必要である。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ａ

自治公民館施設整備補助金の申請審査及

び完成検査については、複数業者の見積もり

を徴し、工事価格を比較するとともに、入札検

査室により工事内容の審査することでコスト軽

減を実現できている。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ａ

・自治公民館施設整備は、自治活動の拠点

となることから、自治活動の維持のために必要

な事業である。

・自治公民館は、自治活動の拠点として100

歳体操や高齢者の居場所づくり、災害時の避

難所等の活用が見込まれる。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

Ａ

・自治公民館施設整備補助金に係る地元負

担額を、新築工事が3/5、改修工事が4/5と

しており、応分の負担を求めている。

・事前に改修計画調査を全自治会に対して

行っていることから、公平性についても担保でき

ている。

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）
【評価】

・自治公民館は防災や地域コミュニティに欠かせない施設であるため、今後も継続して改修等の需要が見込まれ、計画的な財源確保が必要である。

・自治公民館子育て支援機能整備事業補助金は令和４年度は周知が遅かったこともあり活用する自治会は少なかった。令和5年度は当初見込みより3件多い18件となった。

・自治公民館子育て支援機能整備事業補助金は当初見込みを上回る補助金交付件数となり一定のニーズがあることが推測される。

・多くの自治会で役員の担い手不足や自治会活動の限界に近づいている。今後、隣接自治会との機能統合や自治協議会が補完すること、行政からの依頼事項についても再検討する必要がある。

・自治会長会では、課題解決事業として３年間かけて地域防災についての研修会等を行っている。

【課題】

・自治公民館施設整備事業補助金は補助対象となる事業費が100万円以上となることから、予算規模の少ない小規模自治会にとっては利用しづらいため問い合わせ件数に対する申請件数が少ない。

・令和6年度をもって終了する自治公民館子育て支援機能整備事業補助金に代る新たな補助制度を検討する必要がある。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

・自治公民館施設整備補助金は、各自治会調査（第4期）による建築・改修計画に基づき、整

備補助金を交付する。

・自治公民館子育て支援機能整備事業は、令和４年度から令和６年度までの時限措置であるた

め、多くの自治会に活用してもらうため早期に周知し、自治会と調整を進める。

・自治会支援については、自治協議会の組織・事業等の見直しと併せて取り組む必要があり、市民

活動支援センターと連携し伴走支援を行う。また、市独自の地域再生アドバイザー派遣制度により、

見直しに取り組む自治会を個別に支援するため地域再生アドバイザー制度の啓発を進める。

・小規模な自治会は補助対象となる事業費（100万円以上）を捻出できないため、小規模自治

会でも利用できる制度を検討する必要がある。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持 ✓

縮小

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

60,859

2

1 自治会活動事業 54,001 79,195 39,875 48,710

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

指摘事

項など

対応

状況

合計 54,001 79,195 39,875 48,710 60,859
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担当 前田　大志

（１／２）

丹波市総合計画 5 ／ 6
事務事業名 地域づくり事業

施策
まちづくりビジョン 取組項目 (6)地域自治の進展

担当 井上　なつみ、小林　里江

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【７】市民が主役の豊かな地域力の向上

施策目標 1【参画と協働】参画と協働のまちづくりの推進

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
まちづくり部　市民活動課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 山内　邦彦

根拠法令・個別計画等 丹波市自治基本条例、丹波市参画と協働の指針、丹波市地域づくり交付金交付要綱、丹波市元気な地域づくり特別事業交付金交付要綱、丹波市地域づくり活動拠点施設整備事業補助金交付要綱、丹波市地域づくり基金条例

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 市内で生活する全ての市民、地域づくりに取組む25の自治協議会（小学校区単位）

目的

ベストな状態
（期待される効果）

各自治協議会の主体的な地域づくり活動を通じて、市民一人ひとりが地域に関心を持ち、参画と協働の理念のもと、みんなで支え

るまちづくりを目指す。また、市民と行政とは協働のパートナーとして相互の自主性・自立性を尊重し合い、対等な関係のもとで共通

した目的に向かって推進する。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・市民と行政が共通認識のもと、進むべき方向性を協議する。

・自治協議会の支援に対する総合調整や情報共有･提供をする。

・自治協議会に対し、地域づくり交付金や大規模改修等に関する補助金を交付する。

・各自治協議会における地域づくり事業の制度の課題を集約し、仕組みを整える。

・市民に対し自治基本条例の啓発と運用の推進をする。

令和５年度の

事業概略

・地域づくり交付金の交付

・地域づくり交付金事務を含むデジタル地域支援

・活動拠点施設整備事業補助金の交付（改修２件）

・重点支援（地域の未来デザインプロジェクト）の取組

・地域おこし協力隊による地域づくり支援

令和６年度の

事業概略

・地域づくり交付金の交付

・地域づくり交付金事務を含むデジタル地域支援

・活動拠点施設整備事業補助金の交付（改修５件）

・重点支援（地域の未来デザインプロジェクト）の取組

・地域おこし協力隊による地域づくり支援

・地域伴走型支援者による地域づくり支援

137,549 227,327 138,437 156,285

直接事業費Ａ 113,674 166,374 114,308 211,501 117,510 135,358

20,927

　職員従事者数（人・年）Ｃ 1.40 3.14 3.05 2.13 2.58 2.58
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 10,360 37,561 23,241 15,826 20,927

7,540

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 10,360 23,424 23,241 15,826 19,453 19,453
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,620 7,430 7,540

0.54

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,530 2,730 2,730

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 0.00 5.99 0.00 0.00 0.54

1,474

歳

入

特定財源 15,664 98,616 108,505 106,489 108,123 123,350
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 0 14,136 0 0 1,474

国・県支出金 0 2,188 5,929 0 0 0

0

受益者負担金 0 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

その他特財 15,664 96,428 102,576 106,489 108,123 123,350

32,935

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 108,370 105,319 29,044 120,838 30,314

令和６年度 備　考
実績

成

果

あなたの地区の自治協議会

はどのような活動をされている

かご存知ですか。

％
目標 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0

実績 58.7 50.4 52.1 53.1 46.1

指標名
単

位

目標

成

果

あなたの地区の自治協議会は、地域住民

一人ひとりが役割をもって話し合いや活動に

参加できる場があると思いますか。
％

目標 - 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0

実績 - 32.9 29.2 23.1 32.8

実績

目標

成

果

目標

成

果

実績

実績

目標

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト

実績

指標の推移等の背景・分

析

・「あなたの地区の自治協議会はどのような活動をされているかご存知ですか。」の指標については、昨年度と比較すると7ポイント減少した。自治協議会の活動が市民に知られて

いない状況にあることから、自治協議会の活動状況を広く市民に周知する必要があり、SNSを活用するなど各地域の広報活動の支援が必要である。

・「あなたの地区の自治協議会は、地域住民一人ひとりが役割をもって話し合いや活動に参加できる場があると思いますか。」の指標については、前年度から9.7ポイント増加して

いる。多くの自治協議会でコロナ禍により休止していた事業を再開させたことにより、自治協議会の活動に関わる人が増えている。

・自治協議会がどのような活動をしているか知っている市民の割合は減少しているが、自治協議会には住民主体の活動の場があることを知っている市民が増えていることから、自

治協議会の役割を理解している市民が増えていると考えられる。

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 124,034 203,935
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●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

●外部評価　　【令和４年度実施】

（２／２）
　事務事業名 地域づくり事業

事業担当課 まちづくり部　市民活動課 事業期間 平成 無期 年度

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

自治基本条例や参画と協働の指針、自治協議会

のあり方懇話会報告書等による小規模多機能自

治を目指すためには、地域の合意形成に基づいた

住民主体の地域づくりがなされなくてはならないた

め、話し合いの場づくりなど丁寧な伴走支援が必要

である。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ａ

自治協議会事務局の負担軽減を図るため、クラウド

サービスのキントーンを導入し、地域づくり交付金や

補助金の申請・報告事務のオンライン化を行うととも

に、行政事務の業務改善に取り組んだ。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ａ

地域の課題解決に向けた重点支援（地域の未来

デザインプロジェクト）を市民活動支援センターととも

に進め、６地域がこれに取り組むこととなった。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

Ａ

・地域づくり交付金は、拠点施設の面積案分や自

治会の規模に関係ない自治会割などにより不公平

感があったが、自治会割の廃止や各拠点施設の光

熱水費の精査、人口割の増額により、交付金の算

定基準を見直した。（令和５年度から施行）

・人件費の増加や原油価格高騰の影響による光熱

水費が上昇していることから地域づくり交付金の算

定基準額を精査した。（令和6年度から適用）

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

【評価】

・持続可能な住民自治の実現に向け地域とともに取り組む地域の未来デザインプロジェクト（ミライン）に、令和４年度は４地域（遠阪、佐治、鴨庄、久

下）が話し合いを始め、令和５年度は２地域（神楽、芦田）が新たに取り組むこととなった。

・令和５年度からミラインに取り組む地域の支援体制を充実させるため地域おこし協力隊を新たに配置した。

【課題】

・ミラインは行政主体ではなく住民主体で取り組むことが重要であり、地域住民の当事者意識や目線合わせを丁寧にすることが必要となる。中間支援組織と連

携し、自治協議会の進度に合わせた伴走支援を行う必要がある。

・ミラインに取り組む地域に対しては丁寧な支援が必要であることから更なる支援者の拡充が求められる。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性
・令和4年度から地域の課題解決に向けた重点支援（地域の未来デザインプロジェクト）に取り組む地域を選定

し、市民活動支援センターと連携して支援を進めている。

・全体研修会や交流会の開催、地域づくり交付金や拠点施設整備補助金など、全自治協議会を対象とした全

体支援を市民活動課が担い、各自治協議会の組織の見直しや事業の棚卸し、話し合いの場づくりなどの個別支

援（現場支援）を市民活動支援センターが担うこととして体制及び役割を分担して取り組む。

・地域に伴走し支援する地域おこし協力隊と合わせ、新たに地域伴走支援者を配置し地域伴走支援体制を充

実させる。

・地域支援だけを行うのではなく、行政においても委員の選出や事務手続等の見直しを庁内横断連携体制の中

で検討し、地域の負担軽減に向けた取組を進める。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充 ✓

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持 　

縮小

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

31,930

2 地域づくり事業 95,100 91,563 96,068 98,265 99,932

1 地域づくり総務費 68,083 19,396 111,937 15,749

3,496

4

3 広報広聴事業 3,191 3,349 3,496 3,496

6

5

8

7

10

9

指摘事

項など

A:地域の課題解決に向け、課題ごとに仕分けしながら

効率的・効果的な支援をしてほしい。

B:庁内横断連携体制での支援、また市の職員が伴走

支援する支援の必要性があるのではないか。

対応

状況

a:庁内連携会議として、「住民自治活動支援施策連携会議」を設

置し、係長以上の研修や課長級の幹部会議、係長級の実務者会議

を行った。今後、連携できる部署やテーマによって部会等を開催する。

b:市職員の「地域づくり支援者」を実効性のある制度として見直すとと

もに、連絡会等を開催し、参画と協働による活動を推進する。

合計 166,374 114,308 211,501 117,510 135,358




